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■教員自らの意欲と能力を最大限に発揮できるような勤務環境を整備するため、業務改善の取組を一体的・総合的に推進。

■自治体の業務改善ポリシーの策定
■業務改善の取組の実施
・教員の行う業務の明確化（事務職員や他
のスタッフ等との連携・分担等）
・部活動に関する休養日の明確な設定
・時間管理の徹底、研修の実施 等

市町村と連携し、小中学校における業務改善を促進。重点モデル地域の成果を県下に波及。

都道府県・政令市

■重点モデル地域に対する教職員や業務アシスタント等の配置
■県としての業務改善ポリシーの策定・指導助言
■管理職等の意識改革のための研修の実施

■取組のフォローアップ、
成果の県下全域への発信

■勤務状況の改善の成果を分析
勤務時間（総勤務時間や事務作業・
部活動に関する時間等）や負担感の
変化、創出した時間による教育面で
の効果などの成果を分析
■成果を挙げたＧＰを管下全域に波及

重点モデル地域：市町村（政令市含む）

外部専門家による分析・助言

的配置状況と業務改善の関係についての実践研究を実施。具体的なノウハウや成果を分析し、全国に発信し普及。
業務改善に集中的に取り組む重点モデル地域（30地域）を指定し、業務改善の加速及び教職員や業務アシスタント等の人
的配置状況と業務改善の関係についての実践研究を実施。具体的なノウハウや成果を分析し、全国に発信し普及。

文部科学省

学校現場における業務改善加速事業 平成30年度概算要求額（案） 309百万円（※）

（平成29年度予算額 228百万円）

エビデンス
として蓄積

業務改善加速のための実践研究事業の実施

長時間勤務是正のための周知・啓発を行い、
全国的な気運を醸成
・マネジメントフォーラムの開催
・各種広報媒体等による普及啓発
・実践事例集の作成 等

■研究機関等による業務改善の推進に資す
る基礎的調査研究を実施

長時間勤務是正キャンペーンの実施 業務改善の基礎的調査研究の実施

■業務改善アドバイザーの派遣による
指導助言（30名程度）

■先進モデルの横展開
■業務改善の取組の継続したフォロー

業務改善アドバイザリーボード

※国立・私立学校も対象

（※）「協働による地域とともにある学校づくりの推進」（平成30年度概算要求額（案）28百万円（平成29年度予算額31百万円））を含む。
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